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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

回次 第128期中 第129期中 第130期中 第128期 第129期 

会計期間 

自平成15年 

４月１日 

至平成15年 

９月30日 

自平成16年 

４月１日 

至平成16年 

９月30日 

自平成17年 

４月１日 

至平成17年 

９月30日 

自平成15年 

４月１日 

至平成16年 

３月31日 

自平成16年 

４月１日 

至平成17年 

３月31日 

売上高 百万円 39,365 39,782 41,592 84,155 86,218 

経常利益 百万円 262 323 339 1,282 1,618 

中間（当期）純利益 百万円 175 110 205 654 691 

純資産額 百万円 21,618 21,998 22,871 22,208 22,635 

総資産額 百万円 42,805 43,534 45,995 44,950 46,006 

１株当たり純資産額 円 1,122.66 1,142.31 1,187.21 1,151.98 1,173.76 

１株当たり中間（当期） 

純利益金額 
円 9.13 5.72 10.67 32.93 34.87 

潜在株式調整後１株当たり 

中間（当期）純利益金額 
円 － － － － － 

自己資本比率 ％ 50.50 50.53 49.73 49.41 49.20 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
百万円 705 144 489 3,776 3,640 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
百万円 △1,316 △1,608 △1,871 △1,911 △2,956 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
百万円 175 56 △17 △432 △349 

現金及び現金同等物の 

中間期末（期末）残高 
百万円 3,473 3,930 4,292 5,334 5,670 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 
人 

2,764 

(581) 

2,840 

(586) 

2,822 

(703) 

2,815 

(612) 

2,792 

(673) 



(2) 提出会社の経営指標等 

（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．１株当たり純資産額、１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純

利益金額については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

３．第128期の１株当たり配当額には、創業80周年記念配当１円00銭を含んでおります。 

４．第129期の１株当たり配当額には、創業80周年記念配当１円00銭を含んでおります。 

回次 第128期中 第129期中 第130期中 第128期 第129期 

会計期間 

自平成15年 

４月１日 

至平成15年 

９月30日 

自平成16年 

４月１日 

至平成16年 

９月30日 

自平成17年 

４月１日 

至平成17年 

９月30日 

自平成15年 

４月１日 

至平成16年 

３月31日 

自平成16年 

４月１日 

至平成17年 

３月31日 

売上高 百万円 39,363 39,780 41,590 84,152 86,211 

経常利益 百万円 281 276 330 950 1,055 

中間（当期）純利益 百万円 210 110 221 552 511 

資本金 百万円 1,036 1,036 1,036 1,036 1,036 

発行済株式総数 千株 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 

純資産額 百万円 23,364 23,569 24,238 23,798 23,998 

総資産額 百万円 39,012 38,498 40,411 40,219 40,564 

１株当たり中間（年間） 

配当額 
円 4.50 4.50 5.00 10.00 10.00 

自己資本比率 ％ 59.89 61.22 59.98 59.17 59.16 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 
人 

1,182 

(243) 

1,162 

(223) 

1,166 

(243) 

1,163 

(241) 

1,145 

(231) 



２【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重要な変更は

ありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。 

３【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

（事業系統図） 



４【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

事業の種類別セグメントを記載していないため、部門別の従業員数を示すと次のとおりであります。 

（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間連結会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しておりま

す。 

(2) 提出会社の状況 

（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

(3) 労働組合の状況 

労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  平成17年９月30日現在

部門の名称 従業員数（人） 

製造部門 2,135 (538) 

営業部門 522 (165) 

管理部門 165 (0) 

合計 2,822 (703) 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 1,166 (243) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間における我が国経済は、原油価格の高騰による経済への影響や減税措置の見直し議論、社会

保障費の負担増など先行きの不透明感があったものの、企業の収益性の改善や設備投資の増加、個人消費のもち直

しなど、全般的に緩やかな回復となりました。また、米国での堅調な景気拡大やアジア経済の中国等での拡大もあ

り、着実な回復基調で推移いたしました。 

菓子、飲料、食品業界は、企業間の販売競争が激しくなるなか、食の安全・安心、食の健康への寄与をはじめと

して、個人情報の保護などの企業の社会的責任・貢献がより一層求められる状況で推移いたしました。 

売上は、２年連続の猛暑があったものの飲料、デザートが伸張するとともに「クラッシュルマンド」「アルフォ

ートミニチョコレート」をはじめとする秋のチョコレート商品が好調に推移し、半生商品、チョコレート、米菓、

豆菓子などの品目も安定した売り上げとなり伸張いたしました。 

利益につきましては、販売面の安定さとともに、経済全体が上向くなか保有資産の効率化を図るため、有価証券

の一部売却による差益を計上することができ、中間純利益は伸張いたしました。 

営業品目別の概況 

ビスケット、豆菓子、キャンデー、デザート品目は、合計売上高が 24,973百万円でした。 

ビスケット、クッキー商品群は、添加物を使用しない手作りのおいしさ、ままのクッキーシリーズや、洋菓子を

和の風味とした新しいコンセプトの和洋菓シリーズを新発売いたしました。８０kcalシリーズの「高原牛乳のビス

ケット」「天然酵母のクラッカー」、ファミリーサイズ商品のプチフレンドシリーズなどがリニューアルにより伸

張いたしました。ロングセラー商品の袋ビスケット「ルマンド」「バームロール」やスイートセレクションシリー

ズの「アルフォート」「ブランチュール」などは、夏季キャンペーンの“冷やしておいしいキープクールキャンペ

ーン”の積極的な販売促進活動を行いました。また、ヘルスケア商品の「ＧＩ Ｄｒ．ココアクッキー」は、食後

の血糖値の上昇を抑制する低ＧＩ菓子として商品価値の周知と、さらなる売上の拡大を図りました。全体では堅調

に推移いたしました。 

半生商品群は、新発売の夏向け商品「キャラメルカフェケーキ」、和風ケーキ商品「抹茶のチョコケーキ」、ス

イートセレクションシリーズ「ガナッシュソフト」が好調に推移いたしました。リニューアルした「シルベーヌ」

「ガトーレーズン」「チョコあ～んぱん」および既存品の「生チョコソフト」やファミリーサイズ商品は高品質を

評価され伸張いたしました。全体でも前年同期を上回りました。 

小麦粉せんべい商品群は、エリーゼシリーズに「エリーゼＥＸビターショコラ」「エリーゼバナナプディング」

を新発売し、味のバリエーション化と上質なおいしさがご好評をいただきました。プチシリーズは「プチもちせ

ん」「プチチョコもちせん」の新しい味が評価され、ビスケット品目全体では堅調に推移いたしました。 

豆菓子品目は、夏の需要期に向けて「つぶぞろい」「ミックスピー」「黒ごのみ」「辛口味ごのみ」などを新発

売いたしました。既存品の「味ごのみ」も販売ルートの拡大などを行い、全体では前年同期を上回りました。 

キャンデー品目は、春先の花粉症対策として「シュガーレスはなのど飴」が大きく伸張いたしました。リニュー

アルしたキュービーロップシリーズは安定したご支持をいただきました。また、古写真再現フィギュア付商品「幕

末サムライ」や画家ジミー大西氏描き起こしデザインのミニギフト商品「パステリーＢＯＸ」など、コレクション

性、エンターテイメント性の付加価値のある商品を発売いたしましたが、全体では前年同期に及びませんでした。 

デザート品目は、くだものいっぱいゼリーシリーズに新味「雪梨」「胡柚」を追加し、また、継続した品質改善

による実質価値が高く評価されました。テレビコマーシャルの実施など積極的な販売活動も行い大きく伸張いたし

ました。ひとくちサイズのポーションデザート群、ギフト商品もお客様の認知度がアップし、全体でも前年同期を

大幅に上回りました。 

米菓、スナック、チョコレート、チューインガム品目は合計売上高が 12,704百万円でした。 

米菓品目は、ちょっと贅沢なプチシリーズ、プチプラスに「チーズおかき」「チーズアーモンド」を新しく加え

積極的な取り組みを行いました。既存品の「チーズおかき」「チーズ柿種」、夏季商品「辛口チーズおかき」、リ

ニューアルした「味サロン」「プチうす焼き」なども好調に推移し、全体として大幅に伸張いたしました。 



スナック品目は、珍味商品群の新製品「いかっちケチャップ」を新発売するとともに、既存品「いかっち」が安

定した推移となりました。プチシリーズに「プチじゃがりんぐオニオンコンソメ」、ミニ紙缶スナックのピルボシ

リーズなどを新発売いたしました。プチポテトシリーズは、前期末にリニューアルを行いましたが、前年同期には

及びませんでした。 

チョコレート品目は、ルマンドから生まれた新しいルマンド「クラッシュルマンド」をはじめ「アルフォートミ

ニチョコレートカフェオレ」「チョトス抹茶チョコレート」「しっとりチョコレートケーキ」「ふんわりムースケ

ーキいちご」などの価値ある新製品を投入するとともに、積極的な店頭プロモーションを行いました。リニューア

ルしたプチビットシリーズ、ハイショコラシリーズはバラエティー性や品質が評価され、また、ファミリーサイズ

商品は販売ルートの拡大などにより伸張いたしました。全体でも前年同期を大幅に上回りました。 

チューインガム品目は、ボトルガムシリーズに「ビタミンＣガムボトル」「アイスミントガムボトル」、フルー

ツガムシリーズに「ピンクグレープフルーツガム」「パッションフルーツ＆マンゴーガム」などを新発売し、おい

しさのバリエーション化を図りました。 

飲料、食品、その他の品目は合計売上高が 3,915百万円でした。 

飲料品目は、夏場の天候に恵まれたことに加え、災害備蓄用としての需要の高まりによって「天然名水出羽三山

の水」「イオン水」をはじめとするミネラルウォーターが伸張いたしました。新製品「牛乳でおいしくまろやかコ

コアＰＥＴ２９０」、前期末にリニューアルした「牛乳でおいしくつめたいココア２８０」「牛乳でおいしくつめ

たいココアＰＥＴ２９０」などは高品質が評価され、新たな販売ルートの拡大などに積極的に取り組み、順調に売

上を伸ばしました。全体でも前年同期を大幅に上回りました。 

食品品目は、新製品「ミルクココアせんいプラス」を発売し、まろやか仕立てミルクココアシリーズ、「豆乳コ

コア」「黒糖ココア」などのリニューアルを行いました。 

その他品目では、通信販売がデザート商品や子供向け商品など取り扱い商品の拡大、企業向けの新規販売ルート

開拓などにより前年同期を上回りました。 

以上の営業活動により業績の向上に努めてまいり、当中間連結会計期間の売上高は、41,592百万円（前年同期

比 104.6％）となり、経常利益は、339百万円（前年同期比 105.0％）、中間純利益は、205百万円（前年同期

比 186.7％）となりました。 

(2) キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、前年同期に比較して 344百万円増加し、

489百万円となりました。これは主に、税金等調整前中間純利益および減価償却費が増加したことによるもので

す。 

投資活動に支出したキャッシュ・フローは、前年同期に比較して 262百万円増加し、△1,871百万円となりまし

た。これは主に、有形固定資産の取得による支出が増加したことによるものです。 

財務活動に支出したキャッシュ・フローは、前年同期に比較して 73百万円増加し、△17百万円となりました。

これは主に、長期借入金の実質的な返済額が増加したことによるものです。 

以上の結果、現金及び現金同等物は、前年同期に比較して 361百万円増加し、4,292百万円となりました。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間の生産実績を事業の区分ごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2) 商品仕入実績 

当中間連結会計期間の商品仕入実績を事業の区分ごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3) 受注状況 

当社グループ（当社及び連結子会社、以下同じ）は見込み生産を行っているため、該当事項はありません。 

(4) 販売実績 

当中間連結会計期間の販売実績を事業の区分ごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．主要な販売先については、前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間における各相手先別の販売実績が

総販売実績に対し100分の10未満であるため、記載を省略しております。 

事業の区分 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

ビスケット類（百万円） 18,135 98.7 

米菓類（百万円） 11,496 110.6 

飲料・食品・その他（百万円） 4,140 123.2 

合計（百万円） 33,773 105.1 

事業の区分 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

ビスケット類（百万円） 4,587 104.4 

米菓類（百万円） 1,350 125.7 

飲料・食品・その他（百万円） 81 205.5 

合計（百万円） 6,019 109.3 

事業の区分 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

ビスケット類（百万円） 24,973 99.7 

米菓類（百万円） 12,704 113.1 

飲料・食品・その他（百万円） 3,915 111.8 

合計（百万円） 41,592 104.6 



３【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、社会の発展に積極的に貢献するため、ＣＳＲ活動への取り組み強化を当社グループ

が対処すべき課題として追加いたしました。 

具体的には、食品製造会社として食と健康についてより一層の社会的責任が求められていくと考えられ、安全・安

心を含めて食を通じた継続的な社会貢献活動を実践しております。 

なお、前連結会計年度に掲げた課題はすべて着実に進めております。 

４【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

(1) 研究開発の目的 

当社グループは「安全・安心、健康」をお客様にお届けすることを目指し「品質保証第一主義」に徹した活動を

行っております。 

新しい時代のニーズや少子高齢化への対応研究、生活習慣病予防のための商品研究、新素材開発の研究、おいし

さと楽しさの追求、消費者ニーズや流通からの要請への迅速な対応、新カテゴリーの創造、独創機械開発、流通開

拓を目的としております。 

(2) 研究開発の課題と成果 

健康科学研究所は、各先端技術の応用・検証、食に関する基礎研究、新素材の開発研究などを課題としておりま

す。食を通じた健康づくりのご提案として、低ＧＩ食品の開発商品化および軌道化、関係する学会等での発表も行

っております。低ＧＩクッキーのバリエーション化を進め、低ＧＩ化によるエネルギー補給のゼリー飲料開発など

を行いました。 

企画部は、予測されるニーズに的確に対応するためのスピードある工程化、需要創造、新販売チャネルの開発な

どを課題としております。小型高汎用自動販売機プチモールの展開、銘店展開や通信販売など、新しいビジネスへ

の積極的な取り組みを行いました。 

装備開発部は、独創機械による商品化・スピード化、差別化商品の設備軌道化および収益性の改善などを課題と

しております。 

流通開発部は、流通の多様化や構造の変化への素早い対応、販売チャネルの開拓と商品へのエンターテイメント

性の価値創造などを課題としております。 

製品開発部は、市場のニーズ・スピードに対応した商品開発、製造技術の組み合わせによる商品開発、流通から

のニーズに対応した流通チャネル別・取引先別の個別要望への商品開発などを課題としております。 

健康志向の高まりに応える安全・安心な品質、ヘルシー感のある商品として、豆乳を使用した乳性飲料「まろや

かホットレモンオレ」、素材にこだわった商品「黒豆チーズ」「オーツ麦のチョコクッキー」、ボトルガムシリー

ズ「ビタミンＣガムボトル」の開発を行いました。また、素材を生かしたビスケット商品・実素材のちからシリー

ズ、８０kcalシリーズの「豆乳のウエハース」「高原牛乳のビスケット」「天然酵母のクラッカー」の改善を行い

ました。 

本物志向の要求に応えるおいしさ、本物感のある商品として、素材の持ち味を生かした高品質なビスケット商

品・緑の国シリーズの商品開発を行いました。また、国内外の産地限定の原料を使用した商品群の開発に取り組ん

でおります。 

経済志向の要求に応える満足度、コストパフォーマンスのある商品として、チョコレートとビスケットを組み合

わせたアルフォートミニチョコレートシリーズ、ハイショコラシリーズをはじめとする袋チョコレート群、デザー

ト商品・くだものいっぱいゼリーシリーズの改善を行いました。 

楽しさ、エンターテイメント性のある商品として、ディズニー商品群の開発および改善を行い一層の充実を図り

ました。また、黒鉄ひろし氏監修の古写真再現フィギュア付商品「幕末サムライ」やジミー大西氏描き起こしデザ

インの母の日、父の日ミニギフト商品の開発を行いました。 



以上の結果、当中間連結会計期間の研究開発費は 438百万円（前年同期比 100.0％）となりました。 

(3) 研究開発体制 

当社グループでは、企画および研究の体制と開発および開拓の体制とに２分して独自に取り組んでおります。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、当社は多様化する消費者ニーズへの対応、市場の変化に迅速に適応した商品開発を

行い、新しいカテゴリーの創造につながる開発水準の向上とより一層の効率化・スピード化を図るため、商品開発セ

ンターを平成17年９月に稼働いたしました。 

さらに、安全・安心を基とした品質保証第一主義に徹し、一層の原材料のトレーサビリティー、分析検査の強化な

ど品質管理体制の高水準維持を継続するための設備拡充を行っております。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった、当社の駅前工場（創業工場）を本社工場へ統

合する計画の第一期工事である本社工場の増築は、完了予定年月を平成17年９月から平成17年10月へ変更いたしまし

た。また、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(4) 【大株主の状況】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 80,000,000 

計 80,000,000 

種類 

中間会計期間末現在 

発行数（株） 

（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 

  

（平成17年12月16日） 

上場証券取引所名又は 

登録証券業協会名 内容 

普通株式 20,000,000 20,000,000 東京証券取引所市場第二部 ――― 

計 20,000,000 20,000,000 ――――― ――― 

年月日 

発行済株式 

総数増減数 

（株） 

発行済株式 

総数残高 

（株） 

資本金 

増減額 

（百万円） 

資本金 

残高 

（百万円） 

資本準備金 

増減額 

（百万円） 

資本準備金 

残高 

（百万円） 

平成17年４月１日～ 

平成17年９月30日  
－ 20,000,000 － 1,036 － 52 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

（千株） 

発行済株式総数に 

対する所有株式数 

の割合（％） 

吉田興産株式会社 柏崎市西本町１丁目３番27号 2,000 10.00 

北日本巻食品株式会社 柏崎市松波４丁目２番14号 1,855 9.27 

株式会社第四銀行 新潟市東堀前通七番町1071番地１ 969 4.84 

株式会社ボンビスコ 柏崎市松波４丁目２番14号 909 4.54 

ブルボン柏湧共栄会 柏崎市松波４丁目２番14号 773 3.86 

北日本五泉食品株式会社 柏崎市松波４丁目２番14号 738 3.69 

吉田 千枝 柏崎市西本町１丁目３番27号 552 2.76 

吉田  康 柏崎市東本町１丁目５番15号 492 2.46 

吉田 和代 柏崎市西本町１丁目３番27号 427 2.13 

株式会社北越銀行 長岡市大手通２丁目２番14号 421 2.10 

計 ――――― 9,140 45.70 



(5) 【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

（注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － ――――― 

議決権制限株式（自己株式等） － － ――――― 

議決権制限株式（その他） － － ――――― 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

－ ――――― 普通株式 22,000 

完全議決権株式（その他） 普通株式 19,857,000 19,857 ――――― 

単元未満株式 普通株式 121,000 － １単元（1,000株）未満の株式 

発行済株式総数 20,000,000 － ――――― 

総株主の議決権 － 19,857 ――――― 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名 

又は名称 
所有者の住所 

自己名義所有 

株式数（株） 

他人名義所有 

株式数（株） 

所有株式数の 

合計（株） 

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％） 

（自己保有株式）      

株式会社ブルボン 柏崎市松波４丁目２番14号 22,000 － 22,000 0.11 

計 ――――― 22,000 － 22,000 0.11 

月別 平成17年４月 平成17年５月 平成17年６月 平成17年７月 平成17年８月 平成17年９月 

最高（円） 853 837 840 837 829 830 

最低（円） 770 755 800 801 810 801 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３

項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日

まで）及び当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会

計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30

日まで）の中間財務諸表について、中央青山監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 

（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記

番号
金額（百万円） 

構成比

（％）
金額（百万円） 

構成比

（％）
金額（百万円） 

構成比

（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   3,029   3,329   4,664  

２．受取手形及び売掛金   9,626   9,981   10,898  

３．有価証券   900   967   1,006  

４．たな卸資産   4,578   5,261   4,252  

５．繰延税金資産   593   616   587  

６．その他   1,222   1,266   1,117  

貸倒引当金   △1   △1   △2  

流動資産合計   19,949 45.8  21,422 46.6  22,523 49.0 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産           

(1) 建物及び構築物 ※1,2 4,813   5,026   4,933   

(2) 機械装置及び運搬

具 
※１ 8,403   8,203   8,269   

(3) 土地 ※２ 3,446   3,450   3,449   

(4) その他 ※１ 906 17,570  1,672 18,353  821 17,475  

２．無形固定資産   178   191   170  

３．投資その他の資産           

(1) 投資有価証券  3,720   4,180   3,885   

(2) 繰延税金資産  892   759   805   

(3) その他  1,223   1,088   1,146   

貸倒引当金  △0 5,836  － 6,028  △0 5,836  

固定資産合計   23,584 54.2  24,573 53.4  23,482 51.0 

資産合計   43,534 100.0  45,995 100.0  46,006 100.0 

           
 



  
前中間連結会計期間末 

（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記

番号
金額（百万円） 

構成比

（％）
金額（百万円） 

構成比

（％）
金額（百万円） 

構成比

（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び買掛金   6,499   7,313   7,880  

２．短期借入金 ※２  1,954   2,069   1,769  

３．未払費用   3,612   3,630   3,930  

４．未払法人税等   148   310   256  

５．賞与引当金   651   684   641  

６．返品引当金   146   155   124  

７．その他   1,814   2,309   1,955  

流動負債合計   14,827 34.1  16,474 35.8  16,558 36.0 

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金 ※２  964   586   811  

２．退職給付引当金   3,804   3,919   3,851  

固定負債合計   4,769 10.9  4,506 9.8  4,663 10.1 

負債合計   19,596 45.0  20,980 45.6  21,222 46.1 

           

（少数株主持分）           

少数株主持分   1,939 4.5  2,143 4.7  2,149 4.7 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   1,036 2.4  1,036 2.2  1,036 2.3 

Ⅱ 資本剰余金   53 0.1  60 0.1  60 0.1 

Ⅲ 利益剰余金   21,324 48.9  21,927 47.7  21,832 47.5 

Ⅳ その他有価証券評価

差額金 
  △97 △0.2  166 0.4  23 0.0 

Ⅴ 自己株式   △320 △0.7  △319 △0.7  △317 △0.7 

資本合計   21,998 50.5  22,871 49.7  22,635 49.2 

負債、少数株主持分

及び資本合計 
  43,534 100.0  45,995 100.0  46,006 100.0 

           



②【中間連結損益計算書】 

  

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 

要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日）

区分 
注記

番号
金額（百万円） 

百分比

（％）
金額（百万円） 

百分比

（％）
金額（百万円） 

百分比

（％）

Ⅰ 売上高   39,782 100.0  41,592 100.0  86,218 100.0 

Ⅱ 売上原価   22,820 57.4  23,946 57.6  49,137 57.0 

売上総利益   16,961 42.6  17,646 42.4  37,080 43.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  16,693 41.9  17,314 41.6  35,550 41.2 

営業利益   267 0.7  332 0.8  1,530 1.8 

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息  15   18   41   

２．賃貸料収入  273   263   571   

３．その他  62 351 0.8 76 358 0.9 113 725 0.8 

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息  17   17   32   

２．賃貸料原価  250   236   521   

３．持分法による投資損失  13   48   5   

４．その他  14 296 0.7 49 351 0.9 77 637 0.7 

経常利益   323 0.8  339 0.8  1,618 1.9 

Ⅵ 特別利益           

１．投資有価証券売却益  24   113   118   

２．その他  2 26 0.1 1 114 0.3 7 125 0.1 

Ⅶ 特別損失           

１．固定資産処分損 ※２ 96   30   268   

２．減損損失 ※３ －   19   －   

３．その他  － 96 0.3 － 49 0.1 15 283 0.3 

税金等調整前中間

（当期）純利益 
  253 0.6  403 1.0  1,460 1.7 

法人税、住民税及び

事業税 
 139   284   547   

法人税等調整額  △13 125 0.3 △80 204 0.5 △2 545 0.6 

少数株主利益   17 0.0  － －  223 0.3 

少数株主損失   － －  5 0.0  － － 

中間（当期）純利益   110 0.3  205 0.5  691 0.8 

           



③【中間連結剰余金計算書】 

  

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 

連結剰余金計算書 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日）

区分 
注記

番号
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）        

Ⅰ 資本剰余金期首残高   53  60  53 

Ⅱ 資本剰余金増加高        

１．自己株式処分差益  － － － － 7 7 

Ⅲ 資本剰余金中間期末

（期末）残高 
  53  60  60 

        

（利益剰余金の部）        

Ⅰ 利益剰余金期首残高   21,325  21,832  21,325 

Ⅱ 利益剰余金増加高        

１．中間（当期）純利益  110 110 205 205 691 691 

Ⅲ 利益剰余金減少高        

１．配当金  90  90  164  

２．役員賞与  20 110 20 110 20 184 

Ⅳ 利益剰余金中間期末

（期末）残高 
  21,324  21,927  21,832 

        



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約連結

キャッシュ・フロー計算書

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日）

区分 
注記

番号
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動による 

キャッシュ・フロー 
    

１．税金等調整前中間

（当期）純利益 
 253 403 1,460 

２．減価償却費  1,198 1,554 2,537 

３．固定資産処分損  96 30 268 

４．減損損失  － 19 － 

５．投資有価証券売却益  △24 △113 △118 

６．受取利息及び

受取配当金 
 △32 △38 △71 

７．支払利息  17 17 32 

８．持分法による投資損失  13 48 5 

９．為替差益  △3 △20 △1 

10．売上債権の増減額  895 917 △376 

11．たな卸資産の増加額  △327 △1,008 △2 

12．仕入債務の増減額  △927 △566 453 

13．未払費用の増減額  △225 △300 92 

14．退職給付引当金の

増加額 
 42 64 84 

15．その他営業活動に係る

キャッシュ・フロー 
 △434 △309 △46 

小計  541 697 4,317 

16．利息及び配当金の

受取額 
 33 38 69 

17．利息の支払額  △17 △17 △32 

18．法人税等の支払額  △412 △229 △714 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
 144 489 3,640 

 



  

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約連結

キャッシュ・フロー計算書

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日）

区分 
注記

番号
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動による 

キャッシュ・フロー 
    

１．有形固定資産の取得

による支出 
 △1,224 △1,898 △2,744 

２．有形固定資産の売却

による収入 
 5 2 5 

３．無形固定資産の取得

による支出 
 △11 △45 △31 

４．投資有価証券の取得

による支出 
 △244 △780 △825 

５．投資有価証券の売却

による収入 
 118 786 851 

６．貸付けによる支出  △536 △1 △364 

７．貸付金の回収による

収入 
 284 70 179 

８．その他投資活動に係る

キャッシュ・フロー 
 △0 △4 △27 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
 △1,608 △1,871 △2,956 

Ⅲ 財務活動による 

キャッシュ・フロー 
    

１．短期借入金の純増減額  300 300 100 

２．長期借入れによる収入  400 － 480 

３．長期借入金の返済

による支出 
 △550 △224 △767 

４．配当金の支払額  △90 △90 △155 

５．その他財務活動に係る

キャッシュ・フロー 
 △2 △1 △6 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
 56 △17 △349 

Ⅳ 現金及び現金同等物に

係る換算差額 
 3 20 1 

Ⅴ 現金及び現金同等物の

増減額 
 △1,403 △1,378 335 

Ⅵ 現金及び現金同等物の

期首残高 
 5,334 5,670 5,334 

Ⅶ 現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高 
※ 3,930 4,292 5,670 

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

１．連結の範囲に

関する事項 

(1) 連結子会社の数  ７社 

主要な連結子会社の名称 

北日本巻食品㈱ 

㈱ボンビスコ 

西蒲米菓㈱ 

北日本月潟食品㈱ 

北日本村上食品㈱ 

北日本羽黒食品㈱ 

北日本豊浦食品㈱ 

(1) 連結子会社の数  ７社 

主要な連結子会社の名称 

同   左 

(1) 連結子会社の数  ７社 

主要な連結子会社の名称 

同   左 

 (2) 主要な非連結子会社の名称

㈱銀座シルベーヌ 

ブルボン興業㈱ 

㈱ブルボン中央研究所 

(2) 主要な非連結子会社の名称

同   左 

(2) 主要な非連結子会社の名称

同   左 

 連結の範囲から除いた理由

非連結子会社３社は、い

ずれも小規模会社であり、

合計の総資産、売上高、中

間純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等は、いずれ

も中間連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしていないた

めであります。 

連結の範囲から除いた理由

同   左 

連結の範囲から除いた理由

非連結子会社３社は、い

ずれも小規模会社であり、

合計の総資産、売上高、当

期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等は、いずれ

も連結財務諸表に重要な影

響を及ぼしていないためで

あります。 

２．持分法の適用

に関する事項 

(1) 持分法を適用した関連会社

数  ３社 

主要な会社等の名称 

北日本大潟食品㈱ 

北日本和島食品㈱ 

北日本五泉食品㈱ 

(1) 持分法を適用した関連会社

数  ３社 

主要な会社等の名称 

同   左 

(1) 持分法を適用した関連会社

数  ３社 

主要な会社等の名称 

同   左 

 (2) 持分法を適用しない非連結

子会社及び関連会社のうち主

要な会社等の名称 

㈱銀座シルベーヌ 

ブルボン興業㈱ 

㈱ブルボン中央研究所 

北日本興産㈱ 

(2) 持分法を適用しない非連結

子会社及び関連会社のうち主

要な会社等の名称 

同   左 

(2) 持分法を適用しない非連結

子会社及び関連会社のうち主

要な会社等の名称 

同   左 

 持分法を適用しない理由 

持分法非適用会社は、そ

れぞれ中間純損益（持分に

見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等に及

ぼす影響が軽微であり、か

つ、全体としても重要性が

ないため、持分法の適用か

ら除外しております。 

持分法を適用しない理由 

同   左 

持分法を適用しない理由 

持分法非適用会社は、そ

れぞれ当期純損益（持分に

見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等に及

ぼす影響が軽微であり、か

つ、全体としても重要性が

ないため、持分法の適用か

ら除外しております。 

 



項目 

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

３．連結子会社の

中間決算日

（決算日）等

に関する事項 

連結子会社のうち、㈱ボンビ

スコ、西蒲米菓㈱の中間決算日

は平成16年７月31日でありま

す。 

中間連結財務諸表の作成に当

たっては、同中間決算日現在の

中間財務諸表を使用しておりま

す。ただし、平成16年８月１日

から平成16年９月30日までの期

間に発生した重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行っ

ております。 

すべての連結子会社の中間期

の末日は、中間連結決算日と一

致しております。 

連結子会社のうち、㈱ボンビ

スコ、西蒲米菓㈱の決算日は１

月31日から３月31日に変更いた

しました。 

連結財務諸表の作成に当たっ

ては、平成16年２月１日から平

成17年３月31日までの14ヶ月分

の財務諸表を使用しておりま

す。 

４．会計処理基準

に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び

評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価

格等に基づく時価法に

よっております。（評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定しておりま

す。） 

(1) 重要な資産の評価基準及び

評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同   左 

(1) 重要な資産の評価基準及び

評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等

に基づく時価法によっ

ております。（評価差

額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価

は移動平均法により算

定しております。） 

 時価のないもの 

移動平均法による原

価法によっておりま

す。 

時価のないもの 

同   左 

時価のないもの 

同   左 

 ② たな卸資産 

商品及び製品 

総平均法による原価法

によっております。 

② たな卸資産 

商品及び製品 

同   左 

② たな卸資産 

商品及び製品 

同   左 

 半製品・仕掛品・原材料

及び貯蔵品 

移動平均法による原価

法によっております。 

半製品・仕掛品・原材料

及び貯蔵品 

同   左 

半製品・仕掛品・原材料

及び貯蔵品 

同   左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価

償却の方法 

① 有形固定資産 

定率法によっておりま

す。 

ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物（附

属設備を除く）について

は、定額法によっておりま

す。 

なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。 

建物及び構築物 

…３～47年 

機械装置及び運搬具 

…２～９年 

(2) 重要な減価償却資産の減価

償却の方法 

① 有形固定資産 

同   左 

(2) 重要な減価償却資産の減価

償却の方法 

① 有形固定資産 

同   左 

 



項目 

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

 ② 無形固定資産 

定額法によっておりま

す。 

なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５

年）に基づいております。

② 無形固定資産 

同   左 

② 無形固定資産 

同   左 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に

備えるため、一般債権につ

いては主として貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しており

ます。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同   左 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同   左 

 ② 賞与引当金 

従業員賞与の支給に備え

て支給見積額の当中間連結

会計期間負担額を計上して

おります。 

② 賞与引当金 

同   左 

② 賞与引当金 

従業員賞与の支給に備え

て支給見積額の当連結会計

年度負担額を計上しており

ます。 

 ③ 返品引当金 

返品による損失に備える

ため、過去の実績を基準と

して算出した見積額を計上

しております。 

③ 返品引当金 

同   左 

③ 返品引当金 

同   左 

 ④ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末

において発生していると認

められる額を計上しており

ます。また、数理計算上の

差異は、各連結会計年度の

発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定

の年数（５年）による定額

法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理することとし

ております。 

④ 退職給付引当金 

同   左 

④ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき

計上しております。また、

数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（５

年）による定額法により按

分した額ををれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処

理することとしておりま

す。 

 (4) 重要なリース取引の処理方

法 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

(4) 重要なリース取引の処理方

法 

同   左 

(4) 重要なリース取引の処理方

法 

同   左 

 



項目 

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

 (5) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

金利スワップ取引につい

ては、すべて金利スワップ

の特例処理の要件を満たし

ているため、当該特例処理

を適用しております。 

(5) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同   左 

(5) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同   左 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 

…金利スワップ取引 

ヘッジ対象 

…借入金 

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 

…同   左 

ヘッジ対象 

…同   左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 

…同   左 

ヘッジ対象 

…同   左 

 ③ ヘッジ方針 

内部規定に基づき、借入

金利等の将来の金利市場に

おける利率上昇による変動

リスクを回避する目的で利

用しております。 

③ ヘッジ方針 

同   左 

③ ヘッジ方針 

同   左 

 ④ ヘッジ有効性評価の方法

すべて金利スワップの特

例処理によっているため、

有効性の評価を省略してお

ります。 

④ ヘッジ有効性評価の方法

同   左 

④ ヘッジ有効性評価の方法

同   左 

 (6) その他中間連結財務諸表作

成のための基本となる重要な

事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理につ

いては、税抜方式によって

おります。 

(6) その他中間連結財務諸表作

成のための基本となる重要な

事項 

消費税等の会計処理 

同   左 

(6) その他連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事項

  

消費税等の会計処理 

同   左 

５．中間連結キャ

ッシュ・フロ

ー計算書（連

結キャッシ

ュ・フロー計

算書）におけ

る資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー

計算書における資金（現金及び

現金同等物）については、手許

現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっておりま

す。 

同   左 連結キャッシュ・フロー計算

書における資金（現金及び現金

同等物）については、手許現

金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっておりま

す。 

６．税効果会計に

関する事項 

中間連結会計期間に係る納付

税額及び法人税等調整額につい

ては、親会社及び連結子会社の

決算期において予定している利

益処分方式による特別償却準備

金の積立て及び取崩しを前提と

して、当中間連結会計期間に係

る金額を計上しております。 

同   左 ─────── 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

表示方法の変更 

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

――――――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間連結会計期間より、固定資産

の減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８

月９日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31

日）を適用しております。これにより

税金等調整前中間純利益は 19百万円

減少しております。 

なお、減損損失累計額については、

改正後の中間連結財務諸表規則に基づ

き各資産の金額から直接控除しており

ます。 

――――――――― 

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

（中間連結損益計算書） ――――――――― 

前中間連結会計期間まで区分掲記しておりました「受取

配当金」（当中間連結会計期間発生高 17百万円）は、営

業外収益の総額の100分の10以下であるため、営業外収益

の「その他」に含めて表示することにしました。 

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） ――――――――― 

「賞与引当金の増減額」は、当中間連結会計期間におい

て、金額的重要性が乏しいため「その他営業活動に係るキ

ャッシュ・フロー」に含めております。 

なお、当中間連結会計期間の「その他営業活動に係るキ

ャッシュ・フロー」に含まれている「賞与引当金の増減

額」は 35百万円であります。 

 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間末 

（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成17年９月30日） 

前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

は、36,425百万円であります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

は、34,116百万円であります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

は、33,022百万円であります。 

※２ 担保資産及び対応債務 ※２ 担保資産及び対応債務 ※２ 担保資産及び対応債務 

担保に供している資産の額 担保に供している資産の額 担保に供している資産の額 

建物及び構築物 724百万円 

土地 1,176  

計 1,901  

建物及び構築物 715百万円

土地 1,176  

計 1,892  

建物及び構築物 723百万円

土地 1,176  

計 1,900  

上記に対応する債務 上記に対応する債務 上記に対応する債務 

短期借入金 1,029百万円 

長期借入金 869  

計 1,899  

短期借入金 1,333百万円

長期借入金 465  

計 1,799  

短期借入金 881百万円

長期借入金 667  

計 1,548  

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主

要な項目及び金額 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主

要な項目及び金額 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主

要な項目及び金額 

拡売費 10,040百万円 

運賃保管料 2,684 

宣伝広告費 962 

給料手当・賞与 1,748 

拡売費 10,489百万円

運賃保管料 2,790 

宣伝広告費 970 

給料手当・賞与 1,763 

拡売費 21,776百万円

運賃保管料 5,398 

宣伝広告費 2,315 

給料手当・賞与 3,460 

※２ 固定資産処分損の内訳 ※２ 固定資産処分損の内訳 ※２ 固定資産処分損の内訳 

機械装置及び 

運搬具 
94百万円 

建物及び構築物 1百万円 

その他 0百万円 

計 96百万円 

機械装置及び 

運搬具 
27百万円

建物及び構築物 2百万円

その他 －百万円

計 30百万円

機械装置及び 

運搬具 
264百万円

建物及び構築物 1百万円

その他 1百万円

計 268百万円

※３   ――――――――― ※３ 減損損失 ※３   ――――――――― 

 当社グループは保有する遊休資

産のうち、事業計画の変更等によ

り使用見込みが無くなった機械装

置について、当該資産の帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、減損

損失 19百万円を特別損失に計上

しております。なお、回収可能価

額の算定につきましては、スクラ

ップ評価額から処分に要する費用

を差し引いた正味売却価額によっ

ております。 

 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

（平成16年９月30日現在） （平成17年９月30日現在） （平成17年３月31日現在）

 百万円 

現金及び預金勘定 3,029 

有価証券勘定 900 

償還期間が３ヶ月を

超える債券等 
－ 

現金及び現金同等物 3,930 

 百万円

現金及び預金勘定 3,329 

有価証券勘定 967 

償還期間が３ヶ月を

超える債券等 
△5 

現金及び現金同等物 4,292 

 百万円

現金及び預金勘定 4,664 

有価証券勘定 1,006 

償還期間が３ヶ月を

超える債券等 
－ 

現金及び現金同等物 5,670 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

 

取得価額 

 

相当額 

(百万円) 

減価償却 

累計額 

相当額 

(百万円) 

中間期末 

残高 

相当額 

(百万円) 

その他 209 106 103 

合計 209 106 103 

 

取得価額

  

相当額 

(百万円)

減価償却

累計額 

相当額 

(百万円)

中間期末

残高 

相当額 

(百万円)

機械装置

及び 

運搬具 

75 5 70 

その他 245 107 137 

合計 320 113 207 

 

取得価額 

  

相当額 

(百万円) 

減価償却

累計額 

相当額 

(百万円) 

期末残高

  

相当額 

(百万円)

その他 207 87 120 

合計 207 87 120 

（注）取得価額相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定資

産の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

同左 （注）取得価額相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算

定しております。 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額等 

未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 35百万円 

１年超 68百万円 

合計 103百万円 

１年内 54百万円

１年超 153百万円

合計 207百万円

１年内 39百万円

１年超 80百万円

合計 120百万円

（注）未経過リース料中間期末残高相

当額は、未経過リース料中間期

末残高が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定

しております。 

同左 （注）未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しておりま

す。 

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額 

(3) 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額及び減価償却費相当

額及び減損損失 

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 20百万円 

減価償却費相当額 20百万円 

支払リース料 27百万円

減価償却費相当額 27百万円

支払リース料 41百万円

減価償却費相当額 41百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数として、

残存価額を零とする定額法によっ

ております。 

同左 同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

１年内 6百万円 

１年超 14百万円 

合計 21百万円 

１年内 5百万円

１年超 13百万円

合計 18百万円

１年内 5百万円

１年超 12百万円

合計 17百万円

  （減損損失について）   

  リース資産に配分された減損損失

はありません。 

  



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表 

計上額（百万円） 
差額（百万円） 

(1) 株式 1,976 1,813 △163 

(2) 債券 14 14 0 

(3) その他 299 283 △16 

合計 2,290 2,110 △179 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 165 

その他 900 

合計 1,066 

 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表 

計上額（百万円） 
差額（百万円） 

(1) 株式 2,282 2,557 274 

(2) 債券 14 16 2 

(3) その他 － － － 

合計 2,296 2,573 277 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 181 

その他 962 

合計 1,143 



前連結会計年度末（平成17年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

当社グループが行っているデリバティブ取引は、すべてヘッジ会計が適用されているため、記載の対象から除

いております。 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

当社グループが行っているデリバティブ取引は、すべてヘッジ会計が適用されているため、記載の対象から除

いております。 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

当社グループが行っているデリバティブ取引は、すべてヘッジ会計が適用されているため、記載の対象から除

いております。 

 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1) 株式 2,201 2,225 24 

(2) 債券 14 14 0 

(3) その他 － － － 

合計 2,215 2,240 24 

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 165 

その他 1,006 

合計 1,172 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成17年

４月１日 至 平成17年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）にお

いて、当社グループは食品製造会社として同一セグメントに属する、ビスケット類、米菓類、飲料食品等の製

造、販売を行っております。当該事業以外に事業の種類がないため、該当事項はありません。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成17年

４月１日 至 平成17年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）にお

いて、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成17年

４月１日 至 平成17年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）にお

ける海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、その記載を省略しております。 



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,142.31 円

１株当たり中間純利益金額 5.72 円

１株当たり純資産額 1,187.21 円

１株当たり中間純利益金額 10.67 円

１株当たり純資産額 1,173.76 円

１株当たり当期純利益金額 34.87 円

 なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

 

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日）

前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日）

中間（当期）純利益（百万円） 110 205 691 

普通株主に帰属しない金額

（百万円） 
－ － 20 

（うち利益処分による役員

賞与金） 
(－) (－) (20) 

普通株式に係る中間（当期）

純利益（百万円） 
110 205 671 

期中平均株式数（千株） 19,259 19,266 19,264 



２【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 

前事業年度の 

要約貸借対照表 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記

番号
金額（百万円） 

構成比

（％）
金額（百万円） 

構成比

（％）
金額（百万円） 

構成比

（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金  3,019   3,309   4,632   

２．受取手形  434   335   468   

３．売掛金  9,353   9,921   10,628   

４．有価証券  900   967   1,006   

５．たな卸資産  3,170   3,673   2,902   

６．短期貸付金  2,325   2,045   1,885   

７．繰延税金資産  517   523   502   

８．その他  226   243   138   

貸倒引当金  △1   △1   △2   

流動資産合計   19,945 51.8  21,020 52.0  22,163 54.6 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１          

(1) 機械及び装置  7,275   8,136   8,195   

(2) その他 ※２ 2,779   4,045   3,121   

有形固定資産合計  10,055   12,181   11,316   

２．無形固定資産  156   170   149   

３．投資その他の資産           

(1) 投資有価証券  2,284   2,756   2,413   

(2) 長期貸付金  4,967   3,318   3,502   

(3) 繰延税金資産  898   760   810   

(4) その他  190   204   208   

貸倒引当金  △0   －   △0   

投資その他の資産合計  8,340   7,039   6,935   

固定資産合計   18,552 48.2  19,391 48.0  18,401 45.4 

資産合計   38,498 100.0  40,411 100.0  40,564 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 

前事業年度の 

要約貸借対照表 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記

番号
金額（百万円） 

構成比

（％）
金額（百万円） 

構成比

（％）
金額（百万円） 

構成比

（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形  60   111   116   

２．買掛金  5,517   6,534   6,912   

３．短期借入金 ※２ 1,954   2,069   1,769   

４．未払費用  3,131   3,304   3,498   

５．未払法人税等  128   259   159   

６．賞与引当金  337   337   322   

７．返品引当金  146   155   124   

８．その他 ※３ 609   690   763   

流動負債合計   11,885 30.9  13,463 33.3  13,666 33.7 

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金 ※２ 964   586   811   

２．退職給付引当金  2,078   2,122   2,087   

固定負債合計   3,042 7.9  2,709 6.7  2,899 7.1 

負債合計   14,928 38.8  16,172 40.0  16,565 40.8 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   1,036 2.7  1,036 2.6  1,036 2.6 

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金  52   52   52   

２．その他資本剰余金  0   0   0   

資本剰余金合計   53 0.1  53 0.1  53 0.1 

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金  259   259   259   

２．任意積立金  21,976   22,252   21,976   

３．中間（当期）未処分 

利益 
 361   487   672   

利益剰余金合計   22,596 58.7  22,999 56.9  22,907 56.5 

Ⅳ その他有価証券評価

差額金 
  △107 △0.3  165 0.4  14 0.0 

Ⅴ 自己株式   △9 △0.0  △15 △0.0  △13 △0.0 

資本合計   23,569 61.2  24,238 60.0  23,998 59.2 

負債及び資本合計   38,498 100.0  40,411 100.0  40,564 100.0 

           



②【中間損益計算書】 

  

前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日）

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日）

前事業年度の 

要約損益計算書 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日）

区分 
注記

番号
金額（百万円） 

百分比

（％）
金額（百万円） 

百分比

（％）
金額（百万円） 

百分比

（％）

Ⅰ 売上高   39,780 100.0  41,590 100.0  86,211 100.0 

Ⅱ 売上原価   23,156 58.2  24,284 58.4  50,296 58.3 

売上総利益   16,624 41.8  17,305 41.6  35,914 41.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理費   16,517 41.5  17,132 41.2  35,186 40.9 

営業利益   106 0.3  172 0.4  727 0.8 

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息  67   41   123   

２．賃貸料収入  824   994   1,757   

３．その他  41 933 2.3 57 1,093 2.6 67 1,948 2.3 

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息  17   17   34   

２．賃貸料原価  731   876   1,548   

３．その他  13 763 1.9 41 935 2.2 38 1,620 1.9 

経常利益   276 0.7  330 0.8  1,055 1.2 

Ⅵ 特別利益 ※１  26 0.1  102 0.2  113 0.1 

Ⅶ 特別損失 ※2,3  96 0.3  49 0.1  269 0.3 

税引前中間（当期）

純利益 
  206 0.5  384 0.9  899 1.0 

法人税、住民税及び

事業税 
 119   234   391   

法人税等調整額  △22 96 0.2 △72 162 0.4 △3 388 0.4 

中間（当期）純利益   110 0.3  221 0.5  511 0.6 

前期繰越利益   251   266   251  

中間配当額   －   －   89  

中間（当期）未処分利益   361   487   672  

           



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 

前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基

準及び評価方

法 

(1) 有価証券 

① 子会社株式及び関連会社

株式 

移動平均法による原価法

によっております。 

(1) 有価証券 

① 子会社株式及び関連会社

株式 

同   左 

(1) 有価証券 

① 子会社株式及び関連会社

株式 

同   左 

 ② その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格

等に基づく時価法によっ

ております。（評価差額

は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定してお

ります。） 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

同   左 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に

基づく時価法によってお

ります。（評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均

法により算定しておりま

す。） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価

法によっております。 

時価のないもの 

同   左 

時価のないもの 

同   左 

 (2) たな卸資産 

① 商品及び製品 

総平均法による原価法に

よっております。 

(2) たな卸資産 

① 商品及び製品 

同   左 

(2) たな卸資産 

① 商品及び製品 

同   左 

 ② 半製品・仕掛品・原材料

及び貯蔵品 

移動平均法による原価法

によっております。 

② 半製品・仕掛品・原材料

及び貯蔵品 

同   左 

② 半製品・仕掛品・原材料

及び貯蔵品 

同   左 

２．固定資産の減

価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（附属設

備を除く）については、定額

法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物…………３～47年 

機械及び装置……９年 

(1) 有形固定資産 

同   左 

(1) 有形固定資産 

同   左 

 (2) 無形固定資産 

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基

づいております。 

(2) 無形固定資産 

同   左 

(2) 無形固定資産 

同   左 

３．引当金の計上

基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(1) 貸倒引当金 

同   左 

(1) 貸倒引当金 

同   左 

 



項目 

前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

 (2) 賞与引当金 

従業員賞与の支給に備えて

支給見積額の当中間会計期間

負担額を計上しております。

(2) 賞与引当金 

同   左 

(2) 賞与引当金 

従業員賞与の支給に備えて

支給見積額の当期負担額を計

上しております。 

 (3) 返品引当金 

返品による損失に備えるた

め、過去の実績を基準として

算出した見積額を計上してお

ります。 

(3) 返品引当金 

同   左 

(3) 返品引当金 

同   左 

 (4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間会計

期間末において発生している

と認められる額を計上してお

ります。また、数理計算上の

差異は、各事業年度の発生時

における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌事

業年度から費用処理すること

としております。 

(4) 退職給付引当金 

同   左 

(4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しており

ます。また、数理計算上の差

異は、各事業年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌事

業年度から費用処理すること

としております。 

４．リース取引の

処理方法 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

同   左 同   左 

５．ヘッジ会計の

方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

金利スワップ取引について

は、すべて金利スワップの特

例処理の要件を満たしている

ため、当該特例処理を適用し

ております。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同   左 

(1) ヘッジ会計の方法 

同   左 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

…金利スワップ取引 

ヘッジ対象 

…借入金 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

…同   左 

ヘッジ対象 

…同   左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

…同   左 

ヘッジ対象 

…同   左 

 (3) ヘッジ方針 

内部規定に基づき、借入金

利等の将来の金利市場におけ

る利率上昇による変動リスク

を回避する目的で利用してお

ります。 

(3) ヘッジ方針 

 同   左 

(3) ヘッジ方針 

同   左 

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

すべて金利スワップの特例

処理によっているため、有効

性の評価を省略しておりま

す。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同   左 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同   左 

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

項目 

前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

６．税効果会計に

関する事項 

中間会計期間に係る納付税額

及び法人税等調整額について

は、決算期において予定してい

る利益処分方式による特別償却

準備金の積立て及び取崩しを前

提として、当中間会計期間に係

る金額を計上しております。 

同   左 ─────── 

７．その他中間財

務諸表（財務

諸表）作成の

ための基本と

なる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理について

は、税抜方式によっておりま

す。 

消費税等の会計処理 

同   左 

消費税等の会計処理 

同   左 

前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

――――――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月

９日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。これにより税引

前中間純利益は 19百万円減少してお

ります。 

なお、減損損失累計額については、

改正後の中間財務諸表等規則に基づき

各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

――――――――― 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 

前事業年度末 

（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

は、24,343百万円であります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

は、25,549百万円であります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

は、24,775百万円であります。 

※２ 担保資産及び対応債務 ※２ 担保資産及び対応債務 ※２ 担保資産及び対応債務 

担保に供している資産の額 担保に供している資産の額 担保に供している資産の額 

その他 

（建物及び土地）
1,266百万円 

その他 

（建物及び土地）
1,260百万円

その他 

（建物及び土地）
1,265百万円

上記に対応する債務 上記に対応する債務 上記に対応する債務 

短期借入金 795百万円 

長期借入金 603  

計 1,399   

短期借入金 999百万円

長期借入金 299  

計 1,299   

短期借入金 597百万円

長期借入金 451  

計 1,048   

※３ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等

は相殺のうえ、流動負債の「その

他」に含めて表示しております。 

※３ 消費税等の取扱い 

同   左 

※３   ――――――――― 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

※１ 特別利益のうち主要な項目及び

金額 

※１ 特別利益のうち主要な項目及び

金額 

※１ 特別利益のうち主要な項目及び

金額 

投資有価証券売却益 24百万円 投資有価証券売却益101百万円 投資有価証券売却益106百万円

※２ 特別損失のうち主要な項目及び

金額 

※２ 特別損失のうち主要な項目及び

金額 

※２ 特別損失のうち主要な項目及び

金額 

機械及び装置等

処分損 
96百万円 

減損損失 －百万円 

機械及び装置等

処分損 
30百万円

減損損失 19百万円

機械及び装置等

処分損 
256百万円

減損損失 －百万円

※３   ――――――――― ※３ 減損損失 ※３   ――――――――― 

 当社は保有する遊休資産のう

ち、事業計画の変更等により使用

見込みが無くなった機械及び装置

について、当該資産の帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、減損損

失 19百万円を特別損失に計上し

ております。なお、回収可能価額

の算定につきましては、スクラッ

プ評価額から処分に要する費用を

差し引いた正味売却価額によって

おります。 

 

４ 減価償却実施額 

有形固定資産 807百万円 

無形固定資産 43百万円 

４ 減価償却実施額 

有形固定資産 971百万円

無形固定資産 24百万円

４ 減価償却実施額 

有形固定資産 1,712百万円

無形固定資産 70百万円



（リース取引関係） 

前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

 

取得価額 

 

相当額 

(百万円) 

減価償却 

累計額 

相当額 

(百万円) 

中間期末 

残高 

相当額 

(百万円) 

その他 209 106 103 

合計 209 106 103 

 

取得価額

  

相当額 

(百万円)

減価償却

累計額 

相当額 

(百万円)

中間期末

残高 

相当額 

(百万円)

機械及び

装置 
70 4 66 

その他 249 108 141 

合計 320 113 207 

 

取得価額 

  

相当額 

(百万円) 

減価償却

累計額 

相当額 

(百万円) 

期末残高

  

相当額 

(百万円)

その他 207 87 120 

合計 207 87 120 

（注）取得価額相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定資

産の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

同左 （注）取得価額相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算

定しております。 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額等 

未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 35百万円 

１年超 68百万円 

合計 103百万円 

１年内 54百万円

１年超 153百万円

合計 207百万円

１年内 39百万円

１年超 80百万円

合計 120百万円

（注）未経過リース料中間期末残高相

当額は、未経過リース料中間期

末残高が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定

しております。 

同左 （注）未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しておりま

す。 

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額 

(3) 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額及び減価償却費相当

額及び減損損失 

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 20百万円 

減価償却費相当額 20百万円 

支払リース料 27百万円

減価償却費相当額 27百万円

支払リース料 41百万円

減価償却費相当額 41百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数として、

残存価額を零とする定額法によっ

ております。 

同左 同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

１年内 6百万円 

１年超 14百万円 

合計 21百万円 

１年内 5百万円

１年超 13百万円

合計 18百万円

１年内 5百万円

１年超 12百万円

合計 17百万円

  （減損損失について）   

  リース資産に配分された減損損失

はありません。 

  



（有価証券関係） 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。 

（１株当たり情報） 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 



(2) 【その他】 

平成17年11月７日開催の取締役会において、第130期の中間配当を行うことを決議いたしました。 

① 中間配当金総額……………………………………99百万円 

② １株当たりの金額…………………………………５円00銭 

③ 支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成17年12月７日 



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第129期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月29日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月１５日

株 式 会 社 ブ ル ボ ン 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ブルボンの

平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３

０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キ

ャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ブルボン及び連結子会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成

１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 細 井 和 昭 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 戸 田   栄 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１４日

株 式 会 社 ブ ル ボ ン 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ブルボンの

平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３

０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キ

ャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ブルボン及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成

１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

追記情報 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間より「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」を適用して中間連結財務諸表を作

成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 細 井 和 昭 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 戸 田   栄 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月１５日

株 式 会 社 ブ ル ボ ン 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ブルボンの

平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第１２９期事業年度の中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月

３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社ブルボンの平成１６年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９

月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 細 井 和 昭 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 戸 田   栄 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１４日

株 式 会 社 ブ ル ボ ン 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ブルボンの

平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第１３０期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月

３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社ブルボンの平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９

月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間より「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」を適用して中間財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 細 井 和 昭 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 戸 田   栄 
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